
平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

54 9 107,631 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

（教）総務課長
　東　　淳治

（団体） （ 回 ） （ 千円）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 54 8 1,470

上乗 □ （団体） （ 回 ） （ 千円）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 54 10 26,115

■ （団体） （ 回 ） （ 千円）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

20 18 90.0 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（教）総務課長
　東　　淳治

（ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 20 18 90.0

上乗 □ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 20 18 90.0

□ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

21 18 0 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

（教）総務課長
　東　　淳治

（ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 21 18 0

上乗 □ （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 22 18 1

□ （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

21 21 0 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

（教）総務課長
　東　　淳治

（ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 21 21 0

上乗 □ （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 22 22 0

□ （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

全額補助 一部補助有

その他（負担金　　　　　　　）

東京都公立学校施設整備期成会規約

手段
・

内容

努力義務的

その他（   　　　　　　　　　）

直営（委託無）

12-04-01

(教)総務課
施設管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

東京都公立学校施設
整備期成会参画事業

24年度以
降方向性

現状維持

72

70 82

説明欄：同会は、公立学校の整備促進を図
るため、関係団体との緊密な連携のもと
に、必要に応じて要望活動を実施し、施設
整備に必要な財源の確保を期することを目
的としている。平成２３年度は、全国期成
会と連携し、公立学校施設の整備促進を図
るための活動を展開するとともに、学校施
設担当者間において、国庫負担等事業の制
度や学校施設の在り方など、必要な研究・
協議を行った。

25年度以
降方向性

62 62

説明欄：

3 69

25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

3

現状維持

0

66,226

意図 耐震基準を確保する。

現状維持

12 12

説明欄：同会は、公立学校の整備促進を図
るため、関係団体との緊密な連携のもと
に、必要に応じて要望活動を実施し、施設
整備に必要な財源の確保を期することを目
的としている。平成２３年度は、全国期成
会と連携し、公立学校施設の整備促進を図
るための活動を展開するとともに、学校施
設担当者間において、国庫負担等事業の制
度や学校施設の在り方など、必要な研究・
協議を行った。

縮小
25年度以
降方向性

現状維持

0

116,339 8,620

意図 東久留米市の公立学校施設の整備。

対象
昭和５６年に施行された新耐震設計
基準適用以前の学校施設

小・中学校耐
震補強対象学
校数

公立学校整備
の国庫補助金
額

自治体数

全額補助

24年度以
降方向性

説明欄：児童・生徒の安全確保及び災害時
の避難場所としての機能を確保するために
必要な事業である。平成24年度末の完了を
目指して事業を進める。

16,827

25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

現状維持

説明欄：

全国公立学校施設整備期成会及び全
国学校給食振興期成会と緊密な連携
をとり、①施設整備の財源確保、②
施設整備に必要な恒久制度の実現、
③調査、研究及びその普及、④その
他、必要な事業を行う

予算等の要望数

市全額

事前に行った耐震診断の結果をもと
に設計を行い施工する。23年度には
第六小学校、第九小学校、下里小学
校、久留米中学校、西中学校の体育
館耐震補強工事を行った。 293,387 1,982 295,369

28,525

耐震補強工事
実施率 (校舎
棟)

現状維持

対象
東京都公立学校施設整備期成会が行
う活動

自主的 義務的

7,759

市全額

説明欄：国庫支出金、都
支出金、地方債を除く一
般財源。

2,023 266,504

耐震補強工事実
施校数(校舎棟)

374,815
根拠
法令
等

説明欄：

説明欄：

376,599

手段
・

内容

市独自上乗せ（上乗・横出）

1,784

264,481

学校施設環境改善交付金要綱

24年度以
降方向性

116,339

現状維持 現状維持
説明欄：

94,553

24年度以
降方向性

現状維持

市独自上乗せ（上乗・横出）

建築後20年以上経過した小中学校校
舎

対象

自主的 義務的

手段
・

内容

23年度では、校舎ベランダ改修、防
火シャッター改修工事、プール、ガ
ス管、フェンス等改修工事、放送設
備更新等を行った。全額補助 小・中学校数

(教)総務課
施設管理係

事業
形態

小・中学校耐震補強
事業

直営（委託無）

努力義務的

一部補助有

(教)総務課
施設管理係

一部補助有

事業
形態

小・中学校改修・補
修事業

直営（委託無）

根拠
法令
等

自主的 義務的

一部補助有

その他（   　　　　　　　　　）

努力義務的

全額補助

12-04-02

69,766

説明欄：

103,338

77,52569,766

意図
児童・生徒にとって快適な教育環境
の整備。

94,553 8,785

25年度以
降方向性

説明欄：老朽化する教育施設の改修・補修
等を順次実施する。今後、更に需要は増加
するものと考えられる。

25年度以
降方向性

12-04-03
大規模改造実施
校数(棟別部分
実施含む)

施設の不具合
による事故発
生件数 124,959

説明欄：老朽化する教育施設の改修・補修
等を順次実施する。今後、更に需要は増加
するものと考えられる。

根拠
法令
等

10,552

24年度以
降方向性

149,654

9,320
説明欄：小・中学校施設の管理及び設備等
の点検を行い、必要な補修・修繕を実施す
ることにより、学校運営に支障をきたさな
いようにする。

160,008

説明欄：

10,354

162,370

24年度以
降方向性

157,114

現状維持現状維持

147,794

現状維持
25年度以
降方向性

意図
不具合により学校運営に支障を来さ
ない。

162,370

小・中学校数

施設・設備等の点検を行い、必要な
補修・修繕を実施する。

対象 小中学校施設数

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

147,794

手段
・

内容

その他（   　　　　　　　　　）

172,922

149,654

実施校数
施設の不具合
による事故発
生件数

現状維持

説明欄：小・中学校施設の管理及び設備等
の点検を行い、必要な補修・修繕を実施す
ることにより、学校運営に支障をきたさな
いようにする。

25年度以
降方向性

事業
形態

12-04-04

(教)総務課
施設管理係

小・中学校施設管理
事業

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標事務事業名

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（１）公共施設使用料
のあり方について検討
中
・施設関連経費の縮減

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-04 安全・安心な学校づくり

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標事務事業名

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-04 安全・安心な学校づくり

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

14 12 86 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

教育部長
荒島　久人

（ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 14 12 86

上乗 □ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 15 12 80

□ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

5,844 0 0 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

学務課長
稲葉　勝之

（ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 5,961 0 0

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 6,059 0 0

□ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

12 1 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3

学務課長
稲葉　勝之

（ 基 ） （ 基 ） （ 件 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 12 1 0

上乗 □ （ 基 ） （ 基 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 12 1 0

□ （ 基 ） （ 基 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

21 2 9.5 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（教）総務課長
　東　　淳治

（ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 ■ □ □ 21 1 4.8

上乗 □ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 22 1 4.5

□ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

12-04-06

学務課
学事係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

・学校保健法
・交通安全施設等整備事業の推進に関する
　法律施行令
・東久留米市教育委員会事務決裁規程

全額補助 一部補助有 市全額

2

2

対象

201 203

公立小学校に通学する児童

全小学校児童
数

通学路承認、取
り消し件数

通学路の不備
による児童の
交通事故件数

229

223 225

227

現状維持

手段
・

内容

全小学校学区域の児童が学校まで通
学する道路として、校長の申請に基
づき教育委員会が承認する。

現状維持
25年度以
降方向性

2

現状維持
説明欄： 24年度以

降方向性
24年度以
降方向性

2

2
説明欄：法令遵守および、安全な通学路確
保の必要性は高い。見直し、改善を常に行
うためにも現状維持が望ましい。

25年度以
降方向性

現状維持

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

現状維持

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的 現状維持

説明欄：交通擁護員配置場所は、依然交通
量も多い。児童の安全性確保を図るため、
現状維持が望ましい。

交通擁護員数
交通擁護員待機
所設置数

25年度以
降方向性

意図 安全に通学できる道路を指定する。

2

その他（　　　　　　　　　　　　　）

24年度以
降方向性

現状維持

1,207

182 1,232

市立小・中学校

小・中学校数
芝生化実施(整
備)校数

芝生化実施(整
備)率

直営（委託無）

意図

一部補助有

7,733

54

12-04-07

学務課
学事係

24年度以
降方向性

公立小学校に通学する児童(登･下校)
の通学途上における安全確保を図る
ため交通擁護員を配置している。そ
の中で配置場所が学校と離れている
場合に、待機所を設置している。

事業
形態

1,050

荒天時にも適切な活動ができる。
通学時の安全を確保する。

7,675

対象

現状維持

手段
・

内容

7,673 60

現状維持
25年度以
降方向性

61

25年度以
降方向性

現状維持

357

7,865

説明欄：補助金額は東京
都の予算の範囲内におい
て、補助対象経費の２分
の１の額。ただし、補助
事業完了後の維持管理を
協働で実施する仕組みを
構築場合は全額。（千円
未満の額は切り捨て）

手段
・

内容

意図

ヒートアイランド対策と緑化対策に
加え、子どもたちの環境学習効果や
地域のコミュニティー形成に資する
ものとして、小・中学校校庭等の芝
生化を推進している。

児童・生徒にとって快適な教育環境
の整備。

7,673

対象

1,029

活動の支障に
あった交通擁
護員数

178

市独自上乗せ（上乗・横出）

7,736

市全額

説明欄：

7,811

・東久留米市立小学校児童交通擁護員服務
　規程

7,811

全額補助

その他（　　　　　　　　　　　　　）

交通擁護員

自主的 義務的 努力義務的

東京都公立学校運動場芝生化事業補助金交
付要綱

24年度以
降方向性

説明欄：第六小学校に続き、平成23年度は
小山小学校に導入

13,297 161 13,458

全額補助

25年度以
降方向性

説明欄：

7,675

一部補助有 市全額

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：法令遵守および、安全な通学路確
保の必要性は高い。見直し、改善を常に行
うためにも現状維持が望ましい。

説明欄：交通擁護員配置場所は、依然交通
量も多い。児童の安全性確保を図るため、
現状維持が望ましい。

24年度以
降方向性

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　　　　　　　　）

直営（委託無）

手段
・

内容

18,922

根拠
法令
等

4,256

21,482

6,952

市立小学校数

学校適正化等担当

事業
形態

事業
形態

12-04-08

(教)総務課
施設管理係

校庭芝生化事業

12-04-05

31,703

標準適正規模の範囲にない（単学
級・小規模校）市立小学校

市全額

直営（委託無）

意図

全額補助

義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

24年度以
降方向性

市内のどこに住んでいても、可能な
限り等しく充実した教育条件のもと
で学ぶことができる環境整備

現状維持

平成19年8月の東久留米市立学校再編
成にかかる実施概要（基本プラン）
に基づき、東部地域の小学校再編成
（第四小学校の閉校）に向けた実施
計画を策定し、第四小学校の閉校時
期を平成24年3月末とした。第六小学
校及び神宝小学校を受入校とする再
編成

25,529 1,348

標準適正規模
の 小 学 校 数
÷ 市立小学
校数

説明欄：本事業は、平成14年に策定した
「学校再編成計画」及び平成19年に策定し
た「基本プラン」に基づき実施している。
これにより平成16年3月末をもって西部地
域の滝山小学校が、平成22年3月末をもっ
て中部地域の第八小学校が閉校した。ま
た、東部地域の第四小学校は、平成22年に
策定した「第四小学校の閉校に向けた実施
計画」に基づき平成24年3月末をもって閉
校した。今後、学校再編成該当小学校のう
ち未実施である西部地域の下里小学校の再
編成が課題となるが、平成14年当時と比較
して変化している当該3校（下里小、第七
小、第十小）の児童数や学級編成基準、周
辺環境の変化も考慮し、改めて適正化の方
向を検討していく。

502

18,577

現状維持

説明欄：本事業は、平成14年に策定した「学校
再編成計画」及び平成19年に策定した「基本プ
ラン」に基づき実施している。東部地域の第四
小学校が、平成24年3月末をもって閉校したこ
とで、今後、下里小学校の再編成が課題とな
る。このため、平成14年当時と比較して変化し
ている当該3校（下里小、第七小、第十小）の
児童数や学級編成基準、さらに周辺環境の変化
も考慮し、改めて適正化の方向を検討してい
く。

現状維持
24年度以
降方向性

現状維持
25年度以
降方向性

31,253

説明欄：○東京都新しい
学校づくり重点支援事業
補助金・・・本補助金は
統廃合により設置された
学校に対し①備品及び設
備の整備並びに既存施設
の維持補修等経費②通学
指導員の配置経費③ス
クールバスの運行委託等
経費のうちの１／２の額
が３年間補助される。平
成23年度においては、①
備品の整備②通学指導員
の配置経費として合計で
502千円が補助される。

22550,625

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（４）学校規模の適正
化

◎東久留米市立学校再編成計画◎東久留米
市立学校再編成計画にかかる実施概要（基
本プラン）◎東部地域の小学校再編成（第
四小学校の閉校）に向けた実施計画

22,486 13,822 36,308

努力義務的

対象

25年度以
降方向性

標準適正規模の
小学校数

学校再編成事業

学校通学路指定事務

交通擁護員活動事業

根拠
法令
等

自主的

市独自上乗せ（上乗・横出）

一部補助有

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標事務事業名

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-04 安全・安心な学校づくり

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

21 21 124 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（教）総務課長
　東　　淳治

（ 校 ） （ 校 ） （ 品 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 21 21 8

上乗 □ （ 校 ） （ 校 ） （ 品 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 22 21 208

□ （ 校 ） （ 校 ） （ 品 ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

114,621 5 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2

（教）総務課長
　東　　淳治

（ 人 ） （ 回 ） （ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 114,754 2

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

21 0 0 必要性 2 有効性 2 達成度 2 効率性 2 必要性 2 有効性 2 達成度 2 効率性 2

（教）総務課長
　東　　淳治

（ 校 ） （ ） （ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 21 1 0

上乗 □ （ 校 ） （ 校 ） （ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 22 0 0

□ （ 校 ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

21 13 61.9 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（教）総務課長
　東　　淳治

（ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □

上乗 □ （ ） （ ） （ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

25年度以
降方向性

1,995

3,213

説明欄：補助対象経費の
２分の１の額（千円未満
の額は切り捨て）

説明欄：

12,751

0

小・中学校数
普通教室への空
調機設置校数

406,027

手段
・

内容

意図
児童・生徒にとって快適な教育環境
の整備。

対象

現状維持

全額補助 一部補助有

直営（委託無）

学校施設環境改善交付金要綱

市全額

義務的

12-04-12

(教)総務課
施設管理係

根拠
法令
等

その他（    　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

自主的 努力義務的

空調機設置事業

市立小・中学校

25年度以
降方向性

10.30.50.80,
100周年行事該
当校

24年度以
降方向性

学校関係者を招き、周年記念行事を
執り行う。周年記念誌の作成、学校
の航空写真の撮影などを行う

447 248

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持

説明欄：平成24年度は第三小学校が50周年
を迎える。

0

0

695

12-04-10

(教)総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

全額補助

0

8920

24年度以
降方向性

803

892

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：平成24年度は新学習指導要領の準
備期間が終了し本格実施されるため完了と
する。

市民

24年度以
降方向性

0

全額補助 一部補助有 市全額

廃止(完了･

統合含む)

25年度以
降方向性

廃止(完了･

統合含む)

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持

説明欄：国の本計画を参酌し、本市でも教
育振興基本計画を策定し、本市の実情に応
じた教育に関する施策を総合的、体系的に
展開することで、教育目標の達成を目指
す。

24年度以
降方向性

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

説明欄：国の本計画を参酌し、本市でも教
育振興基本計画を策定し、本市の実情に応
じた教育に関する施策を総合的、体系的に
展開することで、教育目標の達成を目指
す。

0

教育基本法第１７条第２項

803

「東久留米市教育振興基本計画」
は、教育行政における最上位計画と
位置付け、義務教育及び生涯学習で
構成される。

説明欄：

0

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容 市民数
策定委員会の開
催

市全額一部補助有

意図

市独自上乗せ（上乗・横出）

根拠
法令
等

新学習指導要領
に実施に向けた
教育消耗品・備
品等教材の購入
校数

各校の平均理
科備品教材購
入数

新学習指導要領の実施に向け、各学
校の授業で使用する教育消耗品・備
品等を購入し教材の整備を図る。

4,700

直営（委託無）

対象 市立小・中学校

小・中学校数

努力義務的

793

24年度以
降方向性

確かな学力の育成に資する。

理科教育設備整備費等補助金交付要綱

手段
・

内容

市独自上乗せ（上乗・横出）

意図

12-04-09

(教)総務課
経理係

3,989

努力義務的

4,702

25,500 807 21,801

3,203

東久留米市における教育振興のため
の施策に関する基本計画を策定す
る。

対象

713

公立学校を取り巻く地域及び保護
者、在校生並びに教職員、卒業生と
ともに学校の歴史を振り返り共有す
る。

説明欄：２３年度で準
備期間終了

事業
形態

新学習指導要領に係
る教材整備事業

直営（委託無）

対象

根拠
法令
等

自主的 義務的

東久留米市公立学校の周年行事に関する取
り扱い基準

全額補助 一部補助有 市全額

45 45

手段
・

内容

市独自上乗せ（上乗・横出）

小・中学校数

意図

12-04-11

(教)総務課
経理係

事業
形態

小・中学校周年行事
事業

24年度以
降方向性

現状維持

0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

0

普通教室への
空調機設置(整
備)率

398,268 7,759

447

00

説明欄：国・都補助金、
地方債等あり

25年度以
降方向性

廃止(完了･

統合含む)

24年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

説明欄：平成24年度は第三小学校が50周年
を迎える。

24年度以
降方向性

説明欄：

冷房機が設置されていない公立学校
の普通教室などに空調機を設置す
る。

市立小・中学校

25年度以
降方向性

説明欄：２３～２４年
度完了。

説明欄：平成23年度に小学校6校、中学校7
校に設置。平成24年度中に全校に設置予定

説明欄：

0

47,721

教育振興基本計画(仮
称)策定事業

自主的 義務的

東久留米市


